
財務諸表に対する注記

当法人は、平成22年12月1日付けで、財団法人から公益財団法人に移行した。
移行の前後で事業年度を区分するため、当事業年度の期間は、平成22年4月1日から平成22年11月30日までである。

　　　　　リース契約1件当たりのリース料総額が300万円以下のリース取引については、
　　　　　賃貸借取引に係る方法に準じて、会計処理を行っている。

　　　　（単位：円）

　　　科      目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
  普通預金(基本） 0 200,000,000 200,000,000 0
　定期預金（基本） 7,487,000 6,675,000 6,615,000 7,547,000
  投資有価証券（基本） 1,995,666,183 200,555,101 200,000,000 1,996,221,284
特定資産
  退職給付引当資産 0 0 0 0
  減価償却引当資産 124,215 38,220 0 162,435
　　合      計 2,003,277,398 407,268,321 406,615,000 2,003,930,719

　　　　（単位：円）

当期末残高
(うち指定正味財産か

らの充当額)
(うち一般正味財産か

らの充当額)
(うち負債に対する額)

基本財産
  普通預金(基本） 0 0 0 0
　定期預金（基本） 7,547,000 7,547,000 0 0
  投資有価証券（基本） 1,996,221,284 1,996,221,284 0 0
特定資産
  減価償却引当資産 162,435 0 162,435 0
　　合      計 2,003,930,719 2,003,768,284 162,435 0

5.担保に供している資産
　　該当なし

　　　　　該当なし

3.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科      目

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

4.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

  (6)  消費税等の会計処理
　　　　　税込みにて会計処理を行っている。

2.会計方針の変更

　　　　　什器備品（定額法）によっている
  (4)  引当金の計上基準
　　　　　期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している
  (5)  リース取引の処理方法

　　　　　該当なし
  (3)  固定資産の減価償却の方法

1.重要な会計方針
  (1)  有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　満期保有有価証券は償却原価法（定額法）によっている
  (2)  棚卸資産の評価基準及び評価方法



6.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　(直接法により減価償却を行っている場合)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　什器備品 458,640 162,435 296,205
合      計 458,640 162,435 296,205

7.債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
　　(貸倒引当金を直接控除した残額のみを記載した場合)

9.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）
帳簿価格 時価 評価損益

地方債 99,988,334 101,328,800 1,340,466
地方債 99,947,950 101,617,000 1,669,050
地方債 99,990,500 101,950,000 1,959,500
国債 99,988,383 101,997,300 2,008,917
地方債 99,830,834 103,400,000 3,569,166
地方債 100,000,000 104,180,000 4,180,000
地方債 100,000,000 103,670,000 3,670,000
地方債 99,910,000 103,600,000 3,690,000
地方債 99,841,975 105,180,000 5,338,025
地方債 99,636,450 107,080,000 7,443,550
地方債 99,786,675 107,680,000 7,893,325
地方債 99,524,416 106,080,000 6,555,584
地方債 99,518,882 106,560,000 7,041,118
地方債 100,000,000 104,016,000 4,016,000
社債 98,672,052 102,310,000 3,637,948
社債 99,762,325 107,590,000 7,827,675
社債 100,000,000 101,713,900 1,713,900
地方債 99,881,008 101,760,000 1,878,992
財投機関債 100,000,000 95,850,000 △ 4,150,000
社債 99,941,500 99,300,000 △ 641,500

1,996,221,284 2,066,863,000 70,641,716

10.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

11.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）
内    容 金    額
経常収益への振替額
　定期預金利息 11,806

23,125,000
23,136,806合    計

8.保証債務(債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。)等の偶発債務
　　該当なし

科　　　　　　　　　　　目

合　　　　　　　　　　　計

科      目

　　該当なし

　　該当なし

  投資有価証券利息計上による振替額



12.関連当事者との取引の内容

13.重要な後発事象
　　該当なし

14.その他
　　該当なし

　　該当なし


